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２．PFI法に基づく提案制度

何を提案するかというと

実施方針（案）を策定することを

公共に 提案 するということ。



PFI法に基づく民間提案制度
PFI法の規定
【PFI法 第六条（実施方針の策定の提案）】

• 第六条 特定事業を実施しようとする民間事業者は、公共施設等の管理者等に対し、当該特定事業に
係る

実施方針を定めることを提案する ことができる。 この場合においては、

• 当該特定事業の案、当該特定事業の効果及び効率性に関する評価の結果を示す書類その他内閣府
令で定める書類を添えなければならない。

• ② 前項の規定による提案を受けた公共施設等の管理者等は、当該提案について検討を加え、遅滞な
く、その結果を当該民間事業者に通知しなければならない。

• 【PFI法施行規則第一条（実施方針の策定の提案の添付書類）】

• 第一条 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（以下「法」という。）第
六条第一項に規定する内閣府令で定める書類は、

• 特定事業の効果及び効率性に関する評価の過程及び方法を示す書類 とする。
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法律の内容
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内閣府作成の概要資料

この資料を民間だけで作るのは
困難だと思われ、提案提出の障害になる

ラフ提案を受けてから
公民連携で評価用資料を作る

制度設計が望ましい



基本方針
１. 国等は、民間事業者が円滑に提案を行うことができるように、
関係する情報の公開等に努める。

２. 国等は、業務の遂行に支障のない範囲内で速やかに、民間提案に係る
公共施設等の整備等の必要性、実現可能性等及びＰＦＩを活用することの妥当性、
財政に及ぼす影響、他の手法による整備等の可能性等につき検討すること。

３. 国等は、提案を行った民間事業者の権利その他正当な利益を損ねないよう留
意して当該提案を取り扱うこと。

４. 提案を踏まえて実施方針を策定し事業者を選定する際は、当該提案が実施方
針策定に寄与した程度を勘案して当該提案事業者を適切に評価すること。
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自治体等の施策の
基本方針・プランは

できるだけ
公表しておくこと

事業者選定時のインセンティブ
評価点数に加点する
随契発注にするなど



提案事業実施可否の評価事項

• 公共施設等の整備等の必要性

基本計画・マスタープラン等に記載事項なら、検討するまでもない

• 実現可能性等

もともと公共だけでも実施するので、いつかは実施、実現可能性はある

• ＰＦＩを活用することの妥当性

優先検討規定がでて、PFIが優先。一般発注で実施する場合理由付け必要

• 財政に及ぼす影響

財政負担が減ることを確認

• 他の手法による整備等の可能性等
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自治体の
⾧期・中期・短期計画

に載っていれば
当然必要

優先検討規定:現状人口10万人以上は
義務づけ

まずPFI発注

どうしても一般発注しなければならない場合
その理由を説明の必要



３．自治体の行政推進・財政負担削減に
寄与する提案

公民連携による行政施策推進の観点

民間の視点から
自治体の諸課題の解決に寄与する提案
人口減少、財政改善、活性化など
に寄与する提案を広く公募する制度



自治体の行政推進・財政負担削減に寄与する提案

• 主として行政が実施を計画していないが、民間が助力すれば実行できる整備事案提案

廃棄物処理場や下水処理場などの余熱や有機ガスの活用など

• 行政の遊休資産を民間が活用することで収益の上がる提案（購入やレンタルなどによる）

• 公共の集客機能を活用して民間が収益を上げ行政に利用料を払う提案（広告実行や
店舗展開など）

• ネーミングライツの設定など行政に費用の発生しないで収入の上がる提案

• 行政課題として上がっているが解決策を見いだせないでいる案件の課題解決提案
• 住民サービスを民間が実施することで自社営業に活用する提案

PCやスマホ活用、文化教室展開で自社製品の販促をする場合
公共施設に自販機を設置して設置料や売り上げの一部を行政に寄付など提案

• その他民間の活動により行政の収入が増える、住民の利便性が向上するなどの提案



４．提案制度設定する場合の配慮項目

提案受付窓口の一本化

提案の評価・審議プロセス



提案受付窓口の一本化

行政の担当課が多岐にわたり、
当該提案をどこに提出するかわかりにくい

提案受付窓口を一本化
提案の第1次提出用紙を統一して民間の提出障壁を低くする

案件の分野を問わず
その後の取り扱い・評価プロセスを統一する

評価の透明性・公平性を統一する
行政としての採用決定プロセスのみえる化



三重県桑名市や沖縄県名護市の制度の窓口
• 三重県桑名市:コラボラボ桑名:担当課 市⾧公室 政策推進課 HP
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桑名市のHPのコピー
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三重県桑名市や沖縄県名護市の制度の窓口
• 沖縄県名護市:マジュンコラボ名護 担当課 企画部 政策推進課 政策推進係
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名護市のHPのコピー
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５．民間提案制度の事例紹介



【提案①】 提案名:桑名市民会館駐車場運営管理 令和２年８月５日審査済

提案者:名鉄協商株式会社
事業概要 : ・市が管理運営しているNTTシティホール立体駐車場を、事業者が一括賃借し、運営管理
する。
・名称…NTTシティホール（桑名市民会館）駐車場 一括賃借
〇契約期間 ・５年間
〇賃借料 ・月額: ２００，０００円
• ・・時間貸し・・・３０分／１５０円 ２４時間内最大４００円

・定期・・・月額５，０００円
〇駐車割引 : NTN シティホール、周辺公共施設の利用者は１２時間無料
＜市のメリット＞
・「２４時間営業」「定期貸し」が可能となり、駐車場利用者の利便性が向上
・事業者が設備を更新したうえで運営 （市の更新負担が不要になった。）
・コスト削減（直営による管理人件費、設備投資） ・歳入確保（賃借料）
※市の新たな負担ゼロ



【提案②】 提案名:ホワイトシャッタープロジェクト（一般社団法人PFI開発支援機構）
事業概要 〇仕組み ・消防車両のシャッター部分を活用し（赤色を白地にして）、企業ロゴを掲
載することで協賛金 を募り、その資金で地域の消防支援や防災啓発活動を支援する。
・シャッター１枚につき１００万円
配分:５０％消防 ４０％PFI機構 １０％参加自治体のシャッター枚数に応じて分配

・分配金はポイントに換算され市に付与、消防・救急資機材との交換に充てることができる。
消防・救急資機材は専門商社から提供 ・シャッターの施工に伴う市の費用負担なし

・協賛表示基準は機構が設けた基準を前提に自治体の判断に委ねられる
※事業者の受け入れ可否は、市で選択可能

＜市のメリット＞ ・消防・救急資機材の充実
※ポイント交換制度により、市（消防）のニーズに応じた機材の充実化が可能

・広告スペースとして活用しにくかった消防車両のシャッター部分の有効活用
※市の新たな負担ゼロ





名護市 令和6年度 テーマ設定型提案制度
設定テーマ

１．名護市コミュニティバス（なご丸）の車内外広告の募集について
２．名護市庁舎業務スペースの拡張について
３．嵐山展望台に関する整備等の利活用について
４．旧名護市消防庁舎等跡地の利活用について
５．名護東海岸（豊原）の利活用について
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名護市民間提案制度「マジュンコラボ名護」では
行政の各課が課題としている案件については、制度の流れに乗せて

民間の提案を テーマとして 募集します。



名護東海岸（豊原）の利活用について
この土地を借りて、民間事業を展開する提案を募集しています。
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プライベートビーチ付きの
2.8haの公共用地です。

提案、ご検討ください。
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